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１．研究計画の概要 
（１） グローバル化の進展のなかで広が

る（所得や資産）格差の是正と高齢化のな

かで停滞している経済の活性化の二つの課

題を前にして、実効性のある対応を行って

いけるよう、社会保障制度と税制を一体と

した制度改革に向けて主として財政サイド

からの研究と政策提言を行う。 
（２） 社会保障においては、財源確保の観

点に留まらず、若年労働者の負担軽減、お

よび効率性の観点も踏まえて税制と社会保

障制度の整合性を重視した研究を行う。 
（３） 経済がグローバル化するなか、近隣

諸国の法人税の軽減等諸外国の税制改革が

わが国の税制に与えるインパクトを考慮す

る。 
（４） また、税制と社会保障制度のデザイ

ンに留まらず、その税と社会保障の適切な

執行に関わる諸課題についても研究を行う。 
 
２．研究の進捗状況 
 経済のグローバル化のなかで所得格差が

拡大する一方、少子高齢化のもと社会保障負

担が現役、若年世代にしわ寄せされている。 
そうしたなかで、給付（社会保障）と負担（税）

を一体として研究を行ってきた。進捗状況と

しては、成果の一部を雑誌特集号に掲載した。

社会保障面では「人口動態と財政」班と「医

療・介護」班の二つのグループを設け、マク

ロ、ミクロ両面で研究を推進している。税制

では、経済成長との関係に焦点をあてつつ、

所得課税や資産課税について研究を進化さ

せた。海外での調査や報告を積極的に行い、

成果の実践性や国際性を高めることに努力

した。以下、上記各課題についての成果概要

である。 
（１）『一橋経済学』において一体改革の特

集号を編集し成果の一部を取りまとめた。 
田近栄治論文（「税と社会保障の一体改革－

財政規律と安心の保障の実現」）では、本プ

ロジェクトの包括的な論点提示を行った。 
渡辺智之論文（「税・社会保障の一体改革と

情報システム」）は、制度面からの検討を行

った。田近栄治・菊池潤「市町村介護保険分

析の標準化－第 1号保険料、サービス利用状

況と将来財政の分析」、河口洋行・油井雄二

「介護保険と高齢者住宅」、および竹内幹「終

身年金パズルの行動経済学：フレーミング効

果と心理会計」では、高齢者介護と年金につ

いて論じている。 
（２）社会保障面では、デンマーク、ドイツ、

アメリカなどでの調査結果を踏まえて、医

療・介護保険制度の財政と提供体制について

取りまとめ、その日本への示唆について成果

を公表してきた。 
（３）税制については、スウェーデンでの調

査などを踏まえて、個人所得税における税額

控除などを検討してきた。法人税改革、資産

所得税改革については、最新の研究を踏まえ

て、成果を公刊してきた。 
（４）最終年度にむけて『一橋経済学』特集

号の完成を目指しつつ、人口動態と財政、 
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医療・介護の二班では、成果の深化と取りま

とめを行う。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
(理由) 
 税と社会保障の一体改革について、これま

での研究成果である 5つの論文を『一橋経済

学』の特集として発表した。これに加えて、

平成 23 年度にはさらに 3本の論文を企画し

ており、税および社会保障、そして両者をつ

なぐ問題把握の概念化について、プロジェク

トとして全般的な成果の取りまとめを行う

体制がほぼ整った。 
 また、高齢者医療と介護保険、人口動態を

踏まえた社会保障改革、資本所得を中心とし

た税制改革について、テーマ分担を決め研究

を進めており、質量的にみて当初予定されて

いた業績を上げることができると思われる。 
 
４．今後の研究の推進方策 

（１）「税制と社会保障の一体改革」をテー

マに研究を続けてきているが、今後（平成 23

年度）は 3本の論文を加え、『一橋経済学』

の同テーマ特集号（全 8本の論文）を完結さ

せる。これにより税（所得税、法人税、執行

体制など）、社会保障（年金、医療、介護な

ど）全体を取り上げることになる。 

（２）続けて、2班を形成して研究を続行す

る。すなわち、「医療・介護班」と「人口動

態と財政班」である。「医療・介護班」は、

前年度行ったアメリカ、イギリスおよびフィ

ンランドの医療・介護制度調査を踏まえて、

日本の高齢者医療制度の改革についてまと

める。また、高齢者医療・介護全般に関する

包括的な報告書の取りまとめを行う。 
（３）「人口動態と財政班」は、引き続き研

究会を続け、少子化問題を中心にしてその財

政問題などについて、報告書をまとめる。 
以上 2班は、とりまとめる報告書をもとに単

行本の出版を目指す。 
（４）シンポジウムを開催し、本研究テーマ

の専門家と実務家を招き、これまでの研究を

もとに意見交換を行う。研究最終年として研

究成果の政策への貢献を目指す。 
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